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報道関係者各位 

2024 年 4 月吉日 

一般社団法人放送サービス高度化推進協会（A-PAB） 

4K・8K 放送／テレビ放送 市場調査結果のまとめ 
（2024 年 2 月調査） 

「現在、衛星放送で 4K 放送が見られる」ことの認知は、前回より増加 

■4K8K 衛星放送

 「現在、衛星放送で 4K 放送が見られる」ことは 42％の人が認知

 4K8K 衛星放送の視聴理由は、画質の良さを確かめたかった／見たい番組があった／新し

い放送を見てみたかったからなどの（設備導入などがきっかけではない）「内的モチベーショ

ン」に起因する理由が増加しており、放送自体への興味・関心が高まっているとみられる

■テレビ放送のポジショニング

 テレビ放送への評価は動画サービスと比べてポジティブに捉えられているが、30 代以下では

テレビ放送よりも動画共有サービスの必要性が上回る

■能登半島地震発生時の情報収集

 テレビ放送は、情報の正確性や早さが評価され、地震発生後に「最初に情報を得るメディ

ア」として選択され、信頼されている

などが、今回の調査でわかりました。 

■A-PAB「4K・8K 放送／テレビ放送 市場調査」とは
一般社団法人放送サービス高度化推進協会（東京都港区:理事⾧ 相子宏之、以下 A-

PAB）は、4K8K 衛星放送ならびにその関連事項について、人々の認知・理解度などを測る調査を

2016 年より定点的に実施しています。4K8K 衛星放送の認知度や視聴状況、及び、テレビ放送の
ポジショニングなどについて、前回調査（23 年 9 月実施）と比較しながらまとめました。 

結果概要 
■4K8K 衛星放送について

4K8K 衛星放送について、「現在、衛星放送で 4K 放送が見られる」ことを知っていた人は 42％と、

前回調査の 38%からやや上昇しています。4K8K 衛星放送の視聴経験者における「画質・臨場感」
への満足度は約 9 割と、非常に高い評価を得られています。4K8K 衛星放送の視聴理由は、「画質
の良さを確かめたかったから」「見たい番組・コンテンツがあったから」「新しい放送を見てみたかったから」な

ど視聴意向や興味・関心などの内的要因の項目において全般的に増加しています。  

（次ページに続く） 
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■テレビ放送のポジショニングについて

「テレビ放送」を「なくてはならない」と捉えている人は約 4 割、「あった方がよい」との合計は 74％と、

過去調査同様、大半の人がテレビ放送を「自分にとって必要」と感じています。動画サービスと比べて
も、「テレビ放送」をポジティブに捉えている人の方が多く、「テレビ放送」が必要とされている様子が確認
できます。ただし、年代別で見ると、男女ともに 30 代以下では、「動画共有サービス」のほうが「テレビ

放送」よりも、必要としている人の割合が高くなっています。 
各映像サービス・メディアの評価では、「テレビ（地上波放送）」が多くの目的で評価されており、特

に、「最新情報を得る」「信頼性」という点で評価されています。 

■能登半島地震発生時の情報収集（特設質問）

能登半島地震が起きた際に「最初に情報を得たメディア」を尋ねたところ、トップにテレビ放送が挙げ

られ、緊急時に真っ先に手を伸ばすメディアはインターネットではなくテレビ放送だということがわかりまし
た。 

能登半島地震の情報を“最初に”得たメディアは、１位が「NHK のテレビ放送」、次いで「民放のテレ

ビ放送」。“1～2 日後に”情報を得たメディアは、１位が「民放のテレビ放送」、次いで「NHK のテレビ
放送」でした。メディア別に、最も信頼できる理由を確認すると、NHK のテレビ放送は「正確な情報を
発信していると思うから」、民放のテレビ放送は「普段から視聴・使用しているから」ということも評価され

ています。 

（次ページより詳細） 
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■4K8K 衛星放送について

１．4K8K 衛星放送 認知度 

4K8K 衛星放送に関する認知度は、「現在、衛星放送で 4K 放送が見られる」ことは 42％と、前回からやや増

加しています。「現在、衛星放送で 8K 放送が見られる」ことは 27％でした。また、「4K または 8K 放送に対応した

4K・8K チューナー内蔵テレビが販売されている」ことは 37％、「4K または 8K 放送は、4K(8K)テレビのリモコンの

「4K(8K)ボタン」を押すと見られる」ことは 23％が認知しています。 

２．4K8K 衛星放送 視聴経験・満足度 

4K8K 衛星放送（※調査画面上では「4K または 8K 放送」と表示）を視聴したことがある人は、約 1 割で前

回と同程度でした。また、視聴経験者の「画質・臨場感」の満足度は約 9 割と、前回同様に非常に高い評価を得ら

れています。 
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３．4K8K 衛星放送 視聴理由 

4K8K 衛星放送を「自宅で見た人」に、視聴した理由を尋ねると、視聴意向や興味・関心などの『内的要因』で

は「画質の良さを確かめたかったから」、設備購入や広告接触などの物理的な要因である『外的要因』では「新しいテ

レビを買ったから」がそれぞれ上位にあがっています。「見たい番組・コンテンツがあったから」をはじめ、『内的要因』の項

目は全般的に増加しており、放送自体への興味・関心が高まっているようです。 
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■テレビ放送のポジショニング

４．テレビ放送、動画サービスの位置づけ 

テレビ放送がどのような存在であるかを尋ねたところ、「なくてはならない」と捉えている人は約 4 割で、「あった方がよ

い」と回答した人と合計すると約 7 割半でした。動画サービスと比べると、過去調査同様、テレビ放送の方がポジティブ

に捉えられている様子が確認できます。なお、動画サービスのポジティブ計（「なくてはならない」+「あった方がよい」）

は、過去調査のスコアと比べると、緩やかな増加傾向がみられました。 

今回の結果を性年代別でみると、「テレビ放送」は高齢層、「動画共有サービス」は若年層ほど、自分にとって必要

と感じている割合が高く、30 代以下は男女ともに「動画共有サービス」が「テレビ放送」を上回っています。 
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５．テレビ受像機で行っていること 

テレビ受像機で行っていることを、以下の選択肢を提示して聞いたところ、前回同様「テレビ番組の視聴」が 7 割を

超えており、突出しています。次に多い行動として、「DVD・ブルーレイディスクの視聴」と「動画共有サービスの視聴」が

どちらも約 3 割で同程度でした。（過去 3 回の調査でみると、23 年 2 月と大きな差はなし）また、ボリュームとして

は 2 割弱ですが、「番組見逃し配信サービスの視聴」にわずかではあるものの増加傾向がみられます。 

6．各映像サービス・メディアの評価 

以下（次ページ）の左側に提示している目的・項目について、最も役に立っているメディアを尋ねると、多くの項目

で「テレビ（地上波放送）」がトップでした。特に、他のメディアよりも「番組やコンテンツの内容が信頼できる」「世の中

の最新情報を知る」という点で評価されています。 

（表グラフは次ページに記載） 
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■能登半島地震発生時の情報収集（特設質問）

インターネットメディアが普及し、若年層を中心とした情報行動のあり方が課題となっています。今回の調査では、

改めてテレビ情報の信頼性や有用性を検証するため、能登半島地震発生時の情報取集について調査しました。 

７．能登半島地震の情報を得たメディア 

能登半島地震が起こった際に「最初に情報を得たメディア」を尋ねたところ、TOP2 がどちらもテレビ放送（1 位が

「NHK のテレビ放送」(32%)、2 位が「民放のテレビ放送」(24％)）と、緊急時に真っ先に手を伸ばすメディアがイン

ターネットではなくテレビ放送であったことがわかりました。また、1～2 日後に情報を得たメディアでも、TOP2 はテレビ放

送ですが、「民放のテレビ放送」(46%)が１位で、1～2 日後では NHK よりも民放が情報源とされている結果でし

た。 

８．震災時に最も信頼できるメディアと理由 

「能登半島地震発生から 1～2 日後に何かしらのメディアで情報を得た人」に、自分が接触したメディアの中で「最

も信頼できる」メディアを尋ねると、1 番目が「NHK のテレビ放送」(35%)、2 番目が「民放のテレビ放送」(23%)でし

た。 

（グラフは次ページに記載） 
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以下の左側に提示しているメディア別に、最も信頼できるメディアに選んだ理由を確認すると、NHK のテレビ放送

は「正確な情報を発信していると思うから」「情報が早いから」が信頼できる理由として支持され、民放のテレビ放送は

「情報が早いから」「普段から視聴・使用しているから」「正確な情報を発信していると思うから」が評価されていました。 

テレビ放送が、地震発生後に“最初に情報を得るメディア”として選択・信頼されたのは、情報の正確性やその早さが

理由と分かり、更に民放のテレビ放送は普段から視聴し、慣れ親しんでいるメディアであることも後押ししています。 
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【調査概要】 

◆調査手法 WEB 調査 

◆調査対象エリア 全国 47 都道府県 

◆調査対象者 上記エリアに居住する男女 20 歳～69 歳 

◆サンプル数 計 5,000 サンプル（2017 年 7 月調査は 6,000 サンプル） 

※住民基本台帳の性年代構成に基づいて割付

◆調査期間 2016 年 9 月調査 :2016/9/17（土）～ 9/19（月）

2017 年 7 月調査 :2017/7/29（土）～ 7/30（日）

2018 年 2 月調査 :2018/2/3 （土）～ 2/4（日）

2018 年 9 月調査 :2018/9/29（土）～ 9/30（日）

2018 年 11 月調査 :2018/11/10（土）～ 11/11（日）

2019 年 3 月調査 :2019/3/1 （金）～ 3/3（日）

2019 年 7 月調査 :2019/7/19（金）～ 7/21（日）

2020 年 5 月調査 :2020/5/22（金）～ 5/24（日）

2021 年 2 月調査 :2021/2/19（金）～ 2/21（日）

2021 年９月調査 :2021/9/10（金）～ 9/13（月）

2022 年 2 月調査 :2022/2/25（金）～ 2/28（月）

2022 年 9 月調査 :2022/9/9 （金）～ 9/11（日）

2023 年 2 月調査 :2023/2/17（金）～ 2/21（火）

2023 年 9 月調査 :2023/9/22（金）～ 9/24（日）

2024 年 2 月調査 :2024/2/16（金）～ 2/19（月）


